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平成 27 年６月 30 日 

各  位 

 

上場会社名 株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス 

 （コード番号：6068 ジャスダック） 

本社所在地 東京都新宿区新宿三丁目 27 番４号 

代 表 者 代表取締役社長 山 室 正 之 

問 合 せ 先 経 営 企 画 部 長 瀬 畑  努 

 TEL（03）3359-2744 

 

テンプスタッフ株式会社による当社株式に係る株式売渡請求を行うことの決定、 

当該株式売渡請求に係る承認及び当社株式の上場廃止に関するお知らせ 

 

 平成 27 年６月 24 日付「テンプスタッフ株式会社による当社株券等に対する公開買付けの結果

並びに親会社、親会社以外の支配株主、主要株主である筆頭株主及び主要株主の異動に関するお

知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、テンプスタッフ株式会社（以下「特別支配株主」又

は「テンプスタッフ」といいます。）は、同社が平成 27 年５月 13 日から当社の普通株式（以下「当

社株式」といいます。）及び新株予約権に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）

を行い、その結果、同社は、平成 27年６月 29日をもって、当社株式 10,379,333 株（当社の総株

主の議決権に対するテンプスタッフの有する当社株式の議決権の割合（注）にして 95.26％（小

数点以下第三位を四捨五入））を所有するに至り、当社の特別支配株主となっております。 

 

本日、テンプスタッフは、平成 27 年５月 12 日付で公表いたしました「テンプスタッフ株式会

社による当社株券等に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」（以下「本意見表明プレス

リリース」といいます。）の「３．（５）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買

収に関する事項）」に記載のとおり、同社が、当社の総株主の議決権の 90％以上を所有するに至

ったことから、当社の株式の全て（但し、テンプスタッフが所有する当社株式及び当社が所有す

る自己株式を除きます。）を取得し、当社をテンプスタッフの完全子会社とすることを目的とする

取引（以下「本取引」といいます。）の一環として、会社法（平成 17 年法律第 86号。その後の改

正を含みます。）第 179 条第１項に基づき、当社の株主の全員（但し、当社及びテンプスタッフを

除きます。以下「本売渡株主」といいます。）に対し、その有する当社株式の全部（以下「本売渡

株式」といいます。）をテンプスタッフに売り渡す旨の請求（以下「本売渡請求」といいます。）

を行うことを決議したとのことです。 

当社は、本日付でテンプスタッフより本売渡請求に係る通知を受領し、本日開催の当社取締役

会において本売渡請求を承認する旨の決議をいたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 

なお、当社は、当社を株式移転設立完全親会社とする平成 24 年 10 月１日に実施された単独株

式移転に際して、株式移転完全子会社の第５回新株予約権に代わるものとして平成 24 年 10 月１

日に交付された第１回新株予約権（以下「第１回新株予約権」といいます。）、及び当社を株式移

転設立完全親会社とする平成 24 年 10 月１日に実施された単独株式移転に際して、株式移転完全

子会社の第６回新株予約権に代わるものとして平成 24 年 10 月１日に交付された第２回新株予約

権（以下「第２回新株予約権」といい、第１回新株予約権と第２回新株予約権を併せて「本新株

予約権」といいます。）を発行していますが、本新株予約権は、その全てが本公開買付けの期間中

に行使されるか、又は当社により取得されており、本売渡請求の対象とされておりません。 
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 本売渡請求の承認により、当社株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」とい

います。）ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場（以下「ＪＡＳＤＡＱ市場」といいます。）の上場廃止

基準に該当することになり、本日から平成 27 年７月 30 日まで整理銘柄に指定された後、同年平

成 27 年７月 31 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場において取引することはできなくなりますので、併せてお知らせいたします。 

 

（注）当社が平成 27 年６月 29日に提出した第３期有価証券報告書に記載された平成 27 年３月

31 日現在の発行済株式総数（10,963,000 株）から、同有価証券報告書に記載された平成

27 年３月 31 日現在の自己株式数（187,200 株）を控除した数（10,775,800 株）に、同日

以降本日までに本新株予約権（第１回新株予約権 664 個及び第２回新株予約権 541 個。な

お、第１回新株予約権７個は当社により取得されております。）が行使されたことにより

発行された株式の数（120,500 株）を加算した数（10,896,300 株）に係る議決権数（108,963

個）を分母として計算しております。 

 

記 

 

１．本売渡請求の概要 

（１）特別支配株主の概要 

① 名 称 テンプスタッフ株式会社 

② 所 在 地 東京都渋谷区代々木二丁目１番１号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 水田 正道 

④ 事 業 内 容 労働者派遣事業、有料職業紹介事業等 

⑤ 資 本 金 1,010,723,269 円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 48 年５月 

⑦ 大株主及び持株比率 テンプホールディングス株式会社 100％ 

⑧ 上場会社と特別支配株主の関係 

 

資 本 関 係 

特別支配株主は本日現在、当社株式 10,379,333 株（発行済株式総数

に対する割合（注）93.65％（小数点以下第三位を四捨五入））を所

有しております。 

 

人 的 関 係 

直前事業年度の末日において、該当事項はありません。なお、本日

現在、当社取締役 13 名のうち、７名は特別支配株主の役員又は従業

員を兼務しております。また、特別支配株主は、当社に対して従業

員として出向者を２名、当社の完全子会社である株式会社ピーアン

ドピーに対して従業員として出向者を１名、それぞれ派遣しており

ます。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

直前事業年度の末日において、該当事項はありません。なお、本日

現在、特別支配株主は当社の親会社に該当するため、関連当事者に

該当いたします。 

（注）当社が平成 27年６月 29 日に提出した第３期有価証券報告書に記載された平成 27年３月

31 日現在の発行済株式総数（10,963,000 株）に、同日以降本日までに本新株予約権（第

１回新株予約権 664 個及び第２回新株予約権 541 個。なお、第１回新株予約権７個は当社

により取得されております。）が行使されたことにより発行された株式の数（120,500 株）

を加算した数（11,083,500 株）を分母として計算しております。 
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（２）本売渡請求の日程 

売 渡 請 求 日 平成 27 年６月 30 日 

当 社 取 締 役 会 決 議 日 平成 27 年６月 30 日 

上 場 廃 止 日 平成 27 年７月 31 日 

取 得 日 平成 27 年８月５日 

決 済 期 日 平成 27 年９月 30 日 

 

（３）売渡対価 

普通株式  １株につき、504 円 

 

２．本売渡請求の内容 

 テンプスタッフは、平成 27 年６月 30 日開催の同社取締役会において、当社の特別支配株主と

して、本売渡株主に対し、本売渡株式の全部をテンプスタッフに売り渡すことを請求することを

決議し、当社は、テンプスタッフから以下の内容の通知を受領いたしました。 

 

① 特別支配株主完全子法人に対して株式売渡請求をしないこととするときは、その旨及び

当該特別支配株主完全子法人の名称（会社法第 179 条の２第１項第１号） 

 

該当事項はありません。 

 

② 本売渡請求により本売渡株主に対して本売渡株式の対価として交付する金銭の額及びそ

の割当てに関する事項（会社法第 179 条の２第１項第２号・第３号） 

 

テンプスタッフは、本売渡株主に対し、本売渡株式の対価（以下「本売渡対価」といい

ます。）として、その有する本売渡株式１株につき 504 円の割合をもって金銭を割当交付

します。 

 

③ 新株予約権売渡請求に関する事項（会社法第 179 条の２第１項第４号） 

 

該当事項はありません。 

 

④ 特別支配株主が本売渡株式を取得する日（会社法第 179 条の２第１項第５号） 

 

平成 27 年８月５日 

 

⑤ 本売渡対価の支払のための資金を確保する方法（会社法施行規則第 33条の５第１項第１

号） 

 

テンプスタッフは、本売渡対価を、同社の現預金により支払います。テンプスタッフは、

本売渡対価の支払のための資金に相当する額の銀行預金を有しています。 

 

⑥ その他の取引条件（会社法施行規則第 33 条の５第１項第２号） 

 

本売渡対価は、平成 27 年９月 30 日までに、取得日の前日の最終の当社の株主名簿に記

載又は記録された本売渡株主の住所又は本売渡株主が当社に通知した場所において、当

社による配当財産の交付の方法に準じて交付されるものとします。但し、当該方法によ

る交付ができなかった場合には、当社の本店所在地にて当社が指定した方法により（本
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売渡対価の交付についてテンプスタッフが指定したその他の場所及び方法があるときは、

当該場所及び方法により）本売渡株主に対する本売渡対価を支払うものとします。 

 

３．本売渡請求に対する承認に関する判断の根拠及び理由等 

（１）承認に関する判断の根拠及び理由 

当社は、本意見表明プレスリリースの「３．（２）意見の根拠及び理由」に記載のとおり、当社

がテンプスタッフの完全子会社となり、両社が強固な関係を構築し事業連携を行うことで、具体

的には以下の観点から、本取引が当社グループの企業価値向上に資する取組みであると判断しま

した。 

（i） 当社グループの強みである販売・営業領域とテンプグループ（テンプスタッフの完

全親会社であるテンプホールディングス株式会社並びにその子会社及び関連会社を

総称します。以下同じです。）の強みである事務系領域の補完により、顧客企業に対

するソリューション力の向上が期待できること 

（ii） テンプスタッフが有する派遣労働者採用に係る募集ノウハウ、人材集客力及び教

育・研修体制を活用することで、当社グループの派遣労働者の採用安定化と顧客企

業に対するマッチング力の向上が期待できること 

（iii） テンプグループの事業規模の中でスケールメリットを追求することができることに

加え、テンプグループが有する経営管理ノウハウを取り入れ、人材の交流を図るこ

とで、当社グループの一層の経営効率向上が期待できること 

以上の考察を踏まえ、当社は、平成 27 年５月 12 日開催の取締役会において、本公開買付けに

賛同の意見を表明するとともに、当社の株主及び新株予約権者の皆様に対して、本公開買付けに

応募することを推奨する旨の決議をいたしました。 

 

当社は、平成 27 年６月 24 日、テンプスタッフより、本公開買付けの結果について、応募株券

等の総数（10,379,233 株）が買付予定数の下限（7,264,600 株）以上となり、本公開買付けが成

立したことから、応募株券等の全部の買付けを行う旨の報告を受けました。この結果、平成 27年

６月 29 日（本公開買付けの決済の開始日）付で、当社の総株主の議決権に対するテンプスタッフ

の有する当社株式の議決権の割合は 95.26％となり、テンプスタッフは、当社の特別支配株主に

該当することとなりました。そのため、テンプスタッフは、本意見表明プレスリリースの「３．

（５）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、

当社の完全子会社化手続の一環として、平成 27 年６月 30 日開催の同社取締役会において、会社

法第 179 条第１項に基づき、本売渡株主に対し、本売渡請求を行うことを決議したとのことです。 

 

当社は、平成 27 年６月 30 日付でテンプスタッフより本売渡請求に係る通知を受領し、同日開

催の当社取締役会において、(i)本売渡株式１株につき 504 円という本売渡対価は、本公開買付け

に係る買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）と同一の価格であること、本意見

表明プレスリリースの「３．（６）本公開買付けの公正性を担保するための措置及び利益相反を回

避するための措置」に記載のとおり本取引の公正性を担保するための措置が講じられていること

等から、本売渡株主の皆様にとって妥当であり、少数株主の利益保護に十分留意されていると考

えられること、(ii)テンプスタッフの最終事業年度の末日（平成 27 年３月 31 日）時点における

資産の価額及び負債の価額はそれぞれ 88,889 百万円及び 49,299 百万円であること、最終事業年

度の末日以降、テンプスタッフの債務の履行に支障を及ぼす事象は発生しておらず、また今後発

生する可能性は現在認識されていないこと、そしてテンプスタッフの平成 27 年６月 29 日現在の

預金残高証明書を確認した結果、同社が本売渡対価の支払のための資金に相当する額の銀行預金

を有していることから、テンプスタッフによる本売渡対価の交付の見込みはあると考えられるこ

と、(iii) 本売渡対価は、平成 27 年９月 30 日までに、取得日の前日の最終の当社の株主名簿に

記載又は記録された売渡株主の住所又は売渡株主が当社に通知した場所において、当社による配
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当財産の交付の方法に準じて交付され、当該方法による交付ができなかった場合には、当社の本

店所在地にて当社が指定した方法により（本売渡対価の交付についてテンプスタッフが指定した

その他の場所及び方法があるときは、当該場所及び方法により）本売渡株主に対する本売渡対価

を支払うものとされているところ、本売渡対価の交付までの期間及び支払方法について不合理な

点は認められないことから、本売渡請求に係る取引条件は相当であると考えられること等を踏ま

え、本売渡請求は、本売渡株主の利益に配慮したものであり、本売渡請求の条件等は適正である

と判断し、テンプスタッフからの通知のとおり、本売渡請求を承認する旨の決議をいたしました。 

 

なお、本売渡請求の承認に係る当社の意思決定に至る過程において、当社の取締役 13 名のうち、

代表取締役社長である山室正之氏は、本公開買付けにおいてテンプスタッフとの間で本応募契約

を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、また和田孝雄氏、関喜代司氏、上園

裕二氏、秋末哲氏、正木慎二氏、齋藤隆行氏及び佐々木徹氏の７名（以下「特別支配株主指名役

員７名」といいます。特別支配株主指名役員７名は、テンプスタッフが指名し、平成 27 年６月

26 日に開催された当社定時株主総会で新たに選任された取締役であります。）は、特別支配株主

の役員又は従業員を兼務しており、本売渡請求について特別の利害関係を有することから、本日

の当社取締役会における本売渡請求の承認に関する議決には加わっておらず、当社の立場におい

て特別支配株主との協議及び交渉にも一切参加しておりません。当該取締役会においては、山室

正之氏及び特別支配株主指名役員７名を除く当社の取締役５名の全員一致で、本売渡請求の承認

に関する議案の決議をしております。また、当該取締役会では、当社の監査役３名（常勤監査役

１名、社外監査役２名）は、上記決議を行うことについて異議がない旨の意見を述べております。 

 

（２）算定に関する事項 

本売渡請求は、本公開買付け後のいわゆる二段階買収の二段階目の手続きとして行われるもの

であり、本売渡対価は本公開買付価格と同一の価格であることから、当社は、本売渡請求に係る

承認を行うことを決定する際に改めて算定書を取得しておりません。 

 

（３）上場廃止となる見込み 

当社株式は、現在東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場しておりますが、本売渡請求の承認

により、当社株式は東京証券取引所の上場廃止基準に該当することになり、本日から平成 27 年７

月30日まで整理銘柄に指定された後、同年平成27年７月31日をもって上場廃止となる予定です。

上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場において取引することはできなくな

ります。 

 

（４）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

 当社は、本取引の公正性を担保すべく、以下のような措置を講じております。 

 また、本売渡請求の承認に係る当社の意思決定に至る過程において、当社の取締役 13名のうち、

代表取締役社長である山室正之氏は、本公開買付けにおいてテンプスタッフとの間で本応募契約

を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、また特別支配株主指名役員７名は、

特別支配株主の役員又は従業員を兼務しており、本売渡請求について特別の利害関係を有するこ

とから、本日の当社取締役会における本売渡請求の承認に関する議決には加わっておらず、当社

の立場において特別支配株主との協議及び交渉にも一切参加しておりません。当該取締役会にお

いては、山室正之氏及び特別支配株主指名役員７名を除く当社の取締役５名の全員一致で、本売

渡請求の承認に関する議案の決議をしております。また、当該取締役会では、当社の監査役３名

（常勤監査役１名、社外監査役２名）は、上記決議を行うことについて異議がない旨の意見を述

べております。 

 

① 当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 
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当社は、本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、当社及びテンプスタッフから独

立した第三者算定機関としてフィナンシャル・アドバイザーであるレコフに対し、当社株式

の価値算定を依頼し、平成 27 年５月 11 日付で株式価値算定書を取得しております。なお、

レコフは、当社及びテンプスタッフの関連当事者には該当せず、当社及びテンプスタッフと

の間で重要な利害関係を有しません。また、当社は、レコフから本公開買付価格の公正性に

関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

レコフは、当社株式の価値算定にあたり必要となる情報を収集・検討するため、当社の経

営陣から事業の現状及び将来の見通し等の情報を取得して説明を受け、それらの情報を踏ま

えて、当社株式の価値算定を実施しました。 

レコフは、複数の株式価値算定手法の中から当社株式の価値算定にあたり採用すべき算定

手法を検討の上、当社が継続企業であるとの前提の下、当社株式の価値について多面的に評

価することが適切であるとの考えに基づき、市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカ

ウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて、当

社株式の価値を算定しています。 

レコフが上記各手法に基づき算定した当社株式の１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下

のとおりです。 

 

 市場株価平均法 326 円 ～ 332 円 

 類似会社比較法 363 円 ～ 613 円 

 ＤＣＦ法 461 円 ～ 605 円 

 

市場株価平均法では、本公開買付けの公表日である平成 27 年５月 12 日の前営業日である

平成 27 年５月 11 日を算定基準日として東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における当社株式

の直近６ヶ月終値単純平均値（326 円）、直近３ヶ月終値単純平均値（332 円）、直近１ヶ月終

値単純平均値（332 円）を基に当社株式の１株当たりの価値の範囲を、326 円～332 円と算定

しております。 

次に、類似会社比較法では、当社と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価や収益

性を示す財務指標との比較を通じて、当社株式の１株当たりの価値の範囲を、363 円～613 円

と算定しております。 

最後に、ＤＣＦ法では、当社の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報

等の諸要素を考慮した平成 28年３月期以降３か年の当社の財務予測に基づき、当社が将来生

み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて

企業価値及び株式価値を算定し、当社株式の１株当たりの価値の範囲を、461 円～605 円と算

定しております。また、レコフがＤＣＦ法による算定の際に前提とした当社の将来の財務予

測は、本取引を前提として作成されたものではなく、また、大幅な増減益を見込んでいる事

業年度はございません。 

なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれますが、第１回新株予約権の公開買

付価格は、本公開買付価格 504 円と第１回新株予約権の当社株式１株当たりの権利行使価額

200 円の差額である 304 円に、第１回新株予約権１個当たりの目的となる当社株式の数であ

る100を乗じた金額である30,400円と決定されており、第２回新株予約権の公開買付価格は、

本公開買付価格 504 円と第２回新株予約権の当社株式１株当たりの権利行使価額１円の差額

である 503 円に、第２回新株予約権１個当たりの目的となる当社株式の数である 100 を乗じ

た金額である 50,300 円と決定されていることから、本新株予約権については、第三者算定機

関から算定書を取得しておらず、本新株予約権の買付け等の価格は、レコフが行った当社株

式の価値の算定の対象に含まれておりません。 

 

（注）レコフは、上記株式価値算定書の提出に際して、当社から提供を受けた情報、ヒアリ
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ングにより聴取した情報及び一般に公開された情報等を使用し、それらの資料及び情報等が

全て正確かつ完全なものであること並びに当社の株式価値の算定に重大な影響を与える可能

性がある事実で、レコフに対して未開示の事実はないことを前提としており、独自にそれら

の正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、当社及びその子会社の資産又は負債

（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含む。）について、個別の各資産及び各負債の分析及

び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の

依頼も行っておりません。加えて、レコフの株式価値算定書は平成 27 年５月 11 日現在まで

の情報と経済条件を前提としたものであり、また算定において使用した当社の財務予測につ

いては、当社の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に準備・作

成されたことを前提としております。 

 

② テンプスタッフにおける独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

（i）普通株式 

 テンプスタッフは、同社及び当社から独立した第三者算定機関としてフィナンシャル・ア

ドバイザーであるＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下「ＳＭＢＣ日興証券」といいます。）に対

して、当社株式の株式価値の算定を依頼したとのことです。なお、ＳＭＢＣ日興証券はテン

プスタッフ及び当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を

有していないとのことです。 

 ＳＭＢＣ日興証券は、本公開買付けにおける算定手法を検討した結果、市場株価法及びＤ

ＣＦ法の各手法を用いて、当社の株式価値の算定を行い、テンプスタッフは、ＳＭＢＣ日興

証券から平成 27 年５月 12 日に当社の株式価値に関する株式価値算定書（以下「ＳＭＢＣ日

興証券株式価値算定書」といいます。）を取得したとのことです。なお、テンプスタッフは、

ＳＭＢＣ日興証券から、本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）

を取得していないとのことです。 

 ＳＭＢＣ日興証券株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定さ

れた当社株式１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりとのことです。 

  

 市場株価法 332 円 ～ 332 円 

 ＤＣＦ法 471 円 ～ 580 円 

 

 市場株価法では、平成 27 年５月 11 日を算定基準日として、当社株式の東京証券取引所Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場における直近１ヶ月終値単純平均値 332 円、直近３ヶ月終値単純平均値 332

円をもとに、当社株式の１株当たりの株式価値の範囲を 332 円から 332 円と分析していると

のことです。 

 ＤＣＦ法では、当社の事業計画における収益や投資計画等を踏まえてテンプスタッフが独

自に検討した事業計画、直近までの業績動向、マネジメントインタビュー、一般に公開され

た情報等の諸要素等を前提として、当社が平成 28年３月期以降において創出すると見込まれ

るフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて当社の企業価値や

株式価値を分析し、当社株式の１株当たりの株式価値の範囲を、471 円から 580 円と分析し

ているとのことです。 

テンプスタッフは、ＳＭＢＣ日興証券から取得したＳＭＢＣ日興証券株式価値算定書の算

定結果に加え、テンプスタッフにおいて実施した当社に対するデュー・ディリジェンスの結

果、過去に行われた本公開買付けと同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの実例、

当社の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、当社株式の市場株価の動向及び本公開

買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、当社及び応募予定株主との協議・交渉の

結果等を踏まえ、最終的に平成 27 年５月 12 日開催の取締役会において、本公開買付価格を

１株当たり 504 円とすることを決定したとのことです。 
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なお、本公開買付価格である１株当たり 504 円は、本公開買付けの公表日の前営業日であ

る平成 27 年５月 11 日の当社株式の東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における終値 339 円に

対して 48.67％、平成 27 年５月 11 日までの直近１ヶ月の終値単純平均値 332 円に対して

51.81％、平成 27 年５月 11 日までの直近３ヶ月の終値単純平均値 332 円に対して 51.81％、

平成 27 年５月 11 日までの直近６ヶ月の終値単純平均値 326 円に対して 54.60％のプレミア

ムを加えた金額となります。 

  

（ii）本新株予約権 

 第１回新株予約権及び第２回新株予約権については、いずれも本公開買付けの開始日時点

において、すでに行使期間が開始しており、かつ、１株当たりの権利行使価額が本公開買付

価格を下回っていること、また、発行要項においてかかる新株予約権を譲渡するには当社の

取締役会の承認が必要とされているところ、当社が取締役会にて本公開買付けに対する本新

株予約権の応募に伴う譲渡を承認する決議をしていることから、①第１回新株予約権の公開

買付価格を、本公開買付価格 504 円と第１回新株予約権の当社株式１株当たりの権利行使価

額 200 円の差額である 304 円に、第１回新株予約権１個当たりの目的となる当社株式の数で

ある 100 を乗じた金額である 30,400 円とし、②第２回新株予約権の公開買付価格を、本公開

買付価格 504 円と第２回新株予約権の当社株式１株当たりの権利行使価額１円の差額である

503 円に、第２回新株予約権１個当たりの目的となる当社株式の数である 100 を乗じた金額

である 50,300 円とすることを決定しているとのことです。 

 なお、テンプスタッフは、本公開買付けにおける本新株予約権の公開買付価格の決定に際

し、第三者算定機関からの算定書等を取得していないとのことです。 

 

③ 当社における独立した法律事務所からの助言 

当社は、当社取締役会の意思決定の公正性及び適正性を確保するため、当社及びテンプス

タッフから独立したリーガル・アドバイザーとしてアンダーソン・毛利・友常法律事務所を

選任し、同法律事務所から、本取引に関する当社取締役会の意思決定の方法、過程その他の

留意点に関する法的助言を受けております。 

 

④ 当社における利害関係を有しない社外取締役及び社外監査役からの意見の入手 

本公開買付けに係る当社の意見表明は、第三者であるテンプスタッフが、応募予定株主が

所有する当社株式合計 6,060,900 株の取得を前提として行う公開買付けに対する意見表明に

係るものであり、東京証券取引所の企業行動規範に定める「支配株主との重要な取引等」に

該当いたします。また、本公開買付け後に予定される完全子会社化手続（本公開買付け開始

時点において、本公開買付けの結果、テンプスタッフが当社の総株主の議決権の 90％を所有

するに至った場合には、会社法第 179 条に基づく株式等売渡請求によること、本公開買付け

の結果、テンプスタッフが当社の総株主の議決権の90％を所有するに至らなかった場合には、

当社株式の併合を行うことにより実施することを予定していたものです。以下「本完全子会

社化手続」といいます。）は、本完全子会社化手続の時点においてはテンプスタッフが支配株

主に該当し、いわゆる「支配株主との重要な取引等」に該当いたします。本公開買付け時点

の支配株主と本完全子会社化手続時点の支配株主は異なりますが、当社としては、本公開買

付け及び本完全子会社化手続が一連の取引であることから、本公開買付けの段階で、本公開

買付け時点の少数株主と本完全子会社化手続時点の少数株主の皆様にとって、当社株式の全

てを取得する本公開買付け及び本完全子会社化手続の公正性を確保し、利益相反を回避する

べく、当社は、平成 27年４月中旬に、当社及びテンプスタッフとの間に利害関係を有しない

者として、当社の独立役員として東京証券取引所に届け出ている社外取締役の馬田啓一氏並

びに社外監査役の杉山浩氏及び三木敬裕氏に対して、本取引が少数株主にとって不利益なも

のではないかについて諮問いたしました。 
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 上記１名の社外取締役及び２名の社外監査役は、本公開買付け及び本完全子会社化手続の

意義に関する当社の説明、上記「（４）① 当社における独立した第三者算定機関からの株式

価値算定書の取得」に記載の株式価値算定書その他の資料を踏まえ、当社における本公開買

付け及び本完全子会社化手続の意義、本公開買付け及び本完全子会社化手続により期待でき

るシナジーの内容、本公開買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件の当社の株主及び新

株予約権者にとっての妥当性、本公開買付け及び本完全子会社化手続の意思決定過程の手続

の公正性について協議及び検討を行いました。その結果、（i）当社が認識する事業環境及び

課題並びに当社がテンプスタッフの完全子会社となることの必要性及び目的、（ii）本公開買

付価格の交渉経緯、本公開買付価格の当社の市場株価に対するプレミアムの水準、当社がレ

コフから取得した株式価値算定書には不合理な点は認められず、本完全子会社化手続におい

て当社の株主及び新株予約権者に対しては、本公開買付価格と同額の金銭が交付されること

が予定されていること、その他、本公開買付け及び本完全子会社化手続と同種の公開買付け

及びその後の非公開化手続と比較して買付条件及び取得条件に不合理な点は認められず、少

数株主にとって不利益となる条件も付されていないこと、（iii）利益相反を解消するための

措置が採られていること等を踏まえ、平成 27 年５月 12 日付で、当社は、上記１名の社外取

締役及び２名の社外監査役から連名で、(i) 本公開買付け及び本完全子会社化手続は当社の

企業価値の向上を目的として行われるものであること、またその目的に不合理な点は認めら

れないことから、その目的は正当であり、(ii) 本公開買付け及び本完全子会社化手続により

株主及び新株予約権者に交付される対価は公正な価格であり、その他の買付条件ないし取得

条件についても公正性が確保されており、（iii）本公開買付け及び本完全子会社化手続に係

る意思決定過程の手続は公正であり、(iv)(i)乃至(iii)その他の事情を前提にすると、本公

開買付け及び本完全子会社化手続は全体として少数株主にとって不利益なものではないと認

められるとの意見書を入手いたしました。 

 

⑤ 本公開買付けに対する意見表明に係る当社における利害関係を有しない取締役及び監査

役全員の承認 

 当社は、平成 27 年５月 12 日開催の取締役会において、レコフから取得した株式価値算定

書及び算定結果についての説明、アンダーソン・毛利・友常法律事務所から得た法的助言、

その他の関連資料を参考の上、本公開買付け及び本完全子会社化手続に係る諸条件について

慎重に協議、検討を行った結果、当社がテンプスタッフの完全子会社となり、両社が強固な

関係を構築し事業連携を行うことで、（i）当社グループの強みである販売・営業領域とテン

プグループの強みである事務系領域の補完により、顧客企業に対するソリューション力の向

上が期待できること、（ii）テンプスタッフが有する派遣労働者採用に係る募集ノウハウ、人

材集客力及び教育・研修体制を活用することで、当社グループの派遣労働者の採用安定化と

顧客企業に対するマッチング力の向上が期待できること、及び（iii）テンプグループの事業

規模の中でスケールメリットを追求することができることに加え、テンプグループが有する

経営管理ノウハウを取り入れ、人材の交流を図ることで、当社グループの一層の経営効率向

上が期待できることから、本公開買付け及び本完全子会社化手続が当社グループの企業価値

向上に資する取組みであると判断するとともに、本公開買付価格及び本公開買付けのその他

の諸条件は、(i)上記「（４）① 当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定

書の取得」に記載されているレコフによる当社株式の株式価値の算定結果のうち、市場株価

平均法に基づく算定結果のレンジを上回るものであり、類似会社比較法及びＤＣＦ法に基づ

く算定結果のレンジの範囲内であること、(ii)本公開買付価格 504 円は、本公開買付けの公

表日の前営業日である平成 27 年５月 11 日の当社株式の東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に

おける終値 339 円に対して 48.67％、平成 27 年５月 11 日までの直近１ヶ月の終値単純平均

値 332 円に対して 51.81％、平成 27 年５月 11 日までの直近３ヶ月の終値単純平均値 332 円

に対して 51.81％、平成 27 年５月 11 日までの直近６ヶ月の終値単純平均値 326 円に対して
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54.60％のプレミアムを加えた金額であり、合理的範囲であると考えられること、利益相反を

解消するための措置が採られており、少数株主の利益への配慮がなされていると認められる

ことを踏まえ、当社の株主の皆様にとって妥当であり、少数株主の利益保護に十分留意され

ており、本公開買付けは、当社の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するも

のであると判断いたしました。 

 上記の取締役会においては、当社の取締役のうち、代表取締役社長である山室正之氏は、

テンプスタッフとの間で本応募契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点か

ら、本公開買付けに関する取締役会における審議及び決議には一切参加しておりません。当

該取締役会においては、当社の取締役６名のうち、上記１名を除く５名の取締役全員が出席

し、出席した取締役の全員一致により、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明するととも

に、当社の株主の皆様及び新株予約権者の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨

を決議しました。また、当該取締役会には当社の監査役３名（常勤監査役１名、社外監査役

２名）全員が出席し、いずれも、取締役会が、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明し、

かつ、当社の株主の皆様及び新株予約権者の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する

ことについて異議がない旨の意見を述べております。 

 

⑥ 本公開買付けの公正性を担保する客観的状況の確保 

 テンプスタッフは、公開買付期間について、法令に定められた最短期間が 20営業日である

ところ、30 営業日としたとのことです。このように、公開買付期間を比較的長期に設定する

ことにより、当社の株主の皆様に本公開買付けに対する応募につき適切な判断機会を確保す

るとともに、当社株式についてテンプスタッフ以外の者にも対抗的な買付け等を行う機会を

確保し、もって本公開買付価格の公正性を担保することを意図したとのことです。 

 また、当社は、テンプスタッフとの間で、当社が対抗的買収提案者と接触することを禁止

するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が当社との間で接触すること

を過度に制限するような内容の合意を行っておりません。 

 

５．今後の見通し 

 本売渡請求に対する当社による承認の決定後における当社の経営体制の予定、方針・計画等に

つきましては、今後、当社及びテンプスタッフの両社の間で協議・検討する予定です。 

 

６．支配株主との取引等に関する事項 

 テンプスタッフは当社の支配株主（親会社）に該当するため、本売渡請求は、支配株主との重

要な取引等に該当いたします。 

当社が、平成 26 年７月８日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株

主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は、「当社と支配株主等との

間に取引が発生する場合については、一般の取引状況と同様の適切な条件による取引を基本とし、

取引内容及び条件の妥当性について、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応するこ

とを基本方針としております。」としております。 

 本売渡請求の承認に際しても、当社は、上記「３.（４）公正性を担保するための措置及び利益

相反を回避するための措置」に記載のとおり、その公正性を担保するための措置及び利益相反を

回避するための措置を講じております。 

具体的には、当社は、上記「３.（４）④ 当社における利害関係を有しない社外取締役及び社

外監査役からの意見の入手」に記載のとおり、平成 27 年５月 12 日付にて、当社及びテンプスタ

ッフとの間に利害関係を有しない者として、当社の独立役員として東京証券取引所に届け出てい

る社外取締役の馬田啓一氏並びに社外監査役の杉山浩氏及び三木敬裕氏から、本公開買付け及び

本完全子会社化手続は全体として少数株主にとって不利益なものではないと認められるとの意見

書を入手しております。（なお、当該意見書が、本売渡請求を含む本取引に関するものであること
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から、当社は、本売渡請求の承認に際しては、支配株主との間に利害関係を有しないものからの

意見を改めて取得しておりません。） 

さらに、上記「３.（４）⑦ 本売渡請求の承認に係る当社における利害関係を有しない取締役

及び監査役全員の承認」に記載の通り、本売渡請求の承認の意思決定に至る過程において、当社

の取締役 13 名のうち、代表取締役社長である山室正之氏は、本公開買付けにおいてテンプスタッ

フとの間で本応募契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、また特別支配

株主指名役員７名は、特別支配株主の役員又は従業員を兼務しており、本売渡請求について特別

の利害関係を有することから、本日の当社取締役会における本売渡請求の承認に関する議決には

加わっておらず、当社の立場において特別支配株主との協議及び交渉にも一切参加しておりませ

ん。また、当該取締役会においては、山室正之氏及び特別支配株主指名役員７名を除く当社の取

締役５名の全員一致で、本売渡請求の承認に関する議案の決議をしております。また、当該取締

役会では、当社の監査役３名（常勤監査役１名、社外監査役２名）は、上記決議を行うことにつ

いて異議がない旨の意見を述べております。 

以上を踏まえ、当社としては、本売渡請求は、少数株主の利益を害するものではないと判断し

ており、本売渡請求の承認は、上記指針に適合しているものと考えております。 

 

以 上 


